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Abstract - Many earthquakes have occurred in Japan. However, many companies are not enough measures 
against disasters.  Once their supply chain stopped, companies are suffering huge losses. Even companies don’t 
take the measures in term of the supply-chain. As these causes, companies wonder what measures prioritize their 
equipment. In addition to this, many companies cannot use much money for disaster measure due to recent year 
recessions. In this research proposed the system that prioritizes equipments for disaster measure planning and 
supports that improve the disaster measure plan in term of supply-chain. This aims to disaster planning in 
consideration of a more efficient supply chain. 
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1. はじめに 

東日本大震災が発生したように日本では毎年数多くの

地震が発生しており、地震大国と呼ばれている[1]。地震

が発生することによって、民間企業や社会インフラは事

業を継続できなくなったり、事業を縮小したりと、その

被害は甚大なものになる。東日本大震災においても、事

業を継続できない企業、さらには断念した企業も少なく

ない。この状況に対応するために、災害時の事業継続の

ための経営管理手法として BCM（Business Continuity 

Management：事業継続マネジメント）という手法が注目

を集めている。現在、日本では企業の BCM に対する関

心は高まっているものの、十分に普及しているとは言え

ない。その原因として、対策の検討時に、自社にどのよ

うな状況が起こるのか、保持している設備に対してどの

ような優先順位で対策を施せばよいのかが不明確なこと

が挙げられる。また、企業の中には近年の不景気で策定

の費用を確保しづらいといった問題もある。 

また、多くの企業では自社だけで閉じず、他の企業か

ら製品や原料を仕入れ、それを加工し、また発注元の企

業に送るという企業連携による製造販売プロセス（＝サ

プライチェーン）を構成している。特に近年では、ひと

つの製品を構成する部品や材料の種類が増加傾向にあり、

それにともなって製品の製造販売に関わる企業も増加傾

向にある。もしこのような状況の中でひとつの材料の供

給がストップしてしまうと、サプライチェーン全体がス

トップしてしまう。東日本大震災では、東北地域での部

品の製造が止まってしまうことによって、製造に関わる

我が国の多くの企業の生産が止まってしまい、サプライ

チェーン全体で製造ができなくなってしまった[2]。その

ような事態に陥ってしまうと、企業全体の機会損失や信

頼の失墜は計り知れない[3]。そのため、自社だけでなく

サプライチェーン全体をとらえた防災計画を立てること

が急務である。 

そこで、本研究ではサプライチェーン全体を考慮して、

どのサプライヤーがボトルネックであるのかをシステム

が提示することによって、企業の計画の改善を支援する。

また限られた費用の中で、自社で保持している設備に対

して、発生しうる状況を考慮しつつ、経営者の評価基準

に沿った対策の順位付けの意思決定支援を提案する。そ

のことによって災害でも被害を最小限にし、事業を継続

できることを目指す。 

2. BCM に関して 

2.1 BCM とは 

本システムは BCM の考え方に則っている。BCM は、

震災やテロなどの突発的な事象を対象としており、被害

を可能な限り最小限に抑えるための事前準備をすること
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や、事象発生時に迅速かつ的確な対応を実現することで

事業の継続を図るための経営管理手法である。また、

BCM は BCP（Business Continuity Plan:事業継続計画）と

呼ばれる具体的計画に基づいて推進される。BCM に取り

組むことによって、被災後も事業レベルを許容範囲内で

保つことができ、すばやく復旧することが期待される [4]。 

また BCP は PDCA（Plan Do Check Action：計画、実行、

確認、行動）サイクルを通じて継続的に改善されるべき

ものである。 

 

 

図１ BCM 導入による期待される復旧曲線[5] 

Fig.1 Expected recovery curve by introducing BCM [5] 

 

2.2 BCM に関する従来研究と現状 

BCM に関する研究やシステム開発は近年注目を集め

ており、事例も少ないながら増えてきている。しかし、

それはまだまだ充分とは言えない。この分野の研究は、

各企業の経営の根幹に触れるところがあるために、詳細

な企業情報が開示されることへの抵抗感から、大学など

への企業の協力を得にくく、まだまだ未開発な部分が多

くある。 

日本政府は 10 年以内にほぼすべての企業に BCP を導

入する計画を立てている。この状況の中で、BCM を実施

するための BCP を導入、策定済みという企業は年々増加

しており、今後も増加していくと考えられる[4]。しかし、

売り上げ規模別に見てみると、売り上げ規模の小さい企

業であるほど策定状況が遅れている[4]。現状のままでは、

特に中小企業を中心として BCM への取り組み方法がわ

からないまま、現状が放置されることとなり、国益の根

幹を脅かす状況が放置されることが危惧されている。そ

の意味で、状況の打破が必要であり、今後の可能性が充

分に期待される分野である。 

 

2.3 BCM の問題点 

BCM に関する関心は大きくなっており、また東日本大

震災以降、BCM に関する企業の注目はますます高くなっ

ている。しかし、その一方で、不況の中で BCM の策定

にかけることのできる費用は限られている。 

また東日本大震災では東北地方以外の企業は自社の設

備が破損する、社員が出社できないなどの直接的な被害

は少なかった。それにも拘わらず、材料や部品の仕入れ

先が東北地方にあったために被災してしまい、材料や部

品を調達できないため、製品を生産することができなか

った企業が多く見受けられた。ここで問題となるのは、

多くの企業では BCP を策定する際、検討する項目は自社

の１次受注企業、もしくは直下の下請けの企業までは考

慮しても、それらの企業が発注している 2 次受け、3 次

受けなどの企業グループ全体、すなわちサプライチェー

ン全体としての対策を考えていないことが挙げられる。

もちろん、一次受注企業だけでなく、製品に関わるすべ

ての企業や人を把握している企業もある。しかし、その

ような企業においても複雑に依存しあうサプライチェー

ン全体で、どの場所で地震が発生したらどの製品の供給

が止まってしまうのか、製造機械が損壊したときの代替

機械は入手できるのか、取引先の銀行が被災した場合の

影響はどうか、部品輸送路は確保できているのかといっ

たボトルネックを多面的に把握することは容易ではない。

可能性のあるボトルネックを抽出し指摘してくれるよう

な支援システムが求められる。 

以下に本章で検討した問題点を整理する。 

① 中小企業は災害対策にかけることの費用が限られ

ている。 

② 対策を講じようにもどこからどのように対策をし

ていけば効率的であるのかが不明確であるため対

策が遅れがちである。 

③ 自社には被害がない場合にも被る可能性のある被

害について、洗い出しと対策の方向性を示唆してく

れるシステム的支援が必要である。 

3. システム 

3.1 システム概要 

前章までで述べたとおり、日本の企業、特に中小企業

では特に BCP の策定が遅れている。その原因として、企

業では限られた費用の下で、自社が保有している資源に

対して、具体的に何にどのような対策をどの順番で実施

すればいいのかを迷っていることが挙げられる。災害対

策立案をする上で、設備対策に関しては、費用や時間が

多くかかり、運転しながら対策を実施しなければならな

いこともあって、効率的かつ計画的に対策を立案・実行

することは容易ではない。 

また自社だけを考慮した計画だけでは BCM の効果は

ない。サプライチェーン全体をとらえた計画を考えなけ

れば、実効性のある BCP を策定することはできない。 

本システムでは、被害を予測するために、保険（損害

補償）という観点を導入する。事業が停止した場合にど

れほどの損害が出るのかを、保険の損害補償に基づいて

計算する損害額推定機能、対策を施すべき設備の順番を



定量的に評価する優先順位計算機能、またその災害対策

の方針に変化があった際など製造ライン情報を編集する

機能、またサプライチェーン全体をとらえた上で、どこ

のサプライヤーがボトルネックになっているのかをシス

テムが検索し提示する機能を有している。本システムに

よって、災害対策をする際に、対策優先順位に基づいて

計画的に設備の災害対策を推進できる。 

本システムの全体イメージを図 2 に示す。また、各機

能の説明については次節に記述する。 

 

図２ 本システムの全体構成イメージ 

Fig.2 Image of system configuration 

 

3.2 損害額推定機能 

 本機能は、災害が発生した際に、企業に対してどのよ

うな被害がおこるのか、また被害はどれほどの規模にな

るのかを推定する機能である[5]。損害額推定機能はこの

影響度の推定に基づいて損害額を推定するものである。

具体的には企業が保持している設備が破損したことによ

る直接損失、生産できなくなった製品により得られなく

なった利益による間接損失、また重要な設備に対して代

替機を用意できるかどうか、代替できるのならばどれほ

どの時間や費用がかかるのか、などの要因を考慮して推

定する。図 2 に損害額推定機能の画面例を示す。 

また、ステークホルダーなどの影響のある企業や官公

庁などに与える損失額なども推定する。これにより、利

害関係が明確化されていることにより、対策立案を容易

に検討できることが期待される。 

 

3.3 設備優先順位計算機能 

 本機能は、どの設備を優先的に災害対策するのかを提

示する機能である。具体的な計算方法としては、上述の

損害額推定機能の推定結果に加えて、設備対策をしてい

く際に現時点での売り上げを重要視して対策をするのか、

製品の将来性を重要視するのか、それとも代替機の準備

容易性を重視するのかといった要素をユーザ（経営者）

の意向に基づいて、AHP（Analytic Hierarchy Process）

法に基づいて総合的にかつ定量的に判断し、設備対策の

優先度を提示する。 

ユーザはこれらの提示された設備の優先順位を元に災

害に対しての対策案を考えることができる。これらによ

って、効率的に設備に対して対策を講じることができ、

長期的な対策立案を容易にできるようになる。画面例を

図 3 にシステム画面例を示す。 

 

 
図 3：設備優先順位計算機能画面例 

Fig.3 Image of facilities priority calculation function 

 

3.4 災害計画策定支援機能 

本機能は設備の優先順位を提示したのち、対策に関す

るスケジュールを提案していく機能である。具体的には

設備優先順位計算機能で優先順位を決定したのち、ユー

ザが年間で利用できる費用を入力する。これらのデータ

を基にしてどの設備をどこまで対策ができるのかをユー

ザに提示する。本機能によって、経営者は設備に対して

の災害対策スケジュールを立案しやすくなることが期待

される。 

 

3.5 サプライチェーンボトルネック検索機能 

本機能はある製品を生産するためのサプライチェーン

においてどの部分がボトルネックになっているのかを提

示するものである。具体的にはある製品を製造する際に
図 2：損害推定の画面例 

Fig.2 example of estimated losses 



それを構成する部品や材料、どこの会社からその材料を

仕入れているのか、その製品はどこの場所で作られてい

るのか、また一次下請けであるのか、2 次下請けである

のかといったサプライチェーンの階層別に入力する。こ

れらのデータをもとに本機能では、ある特定の場所で地

震が発生した場合にどの材料が調達できなくなる可能性

があるのか、といったことをユーザに提示する。このこ

とによって、ユーザは事前にサプライチェーンのボトル

ネックを知ることができ、部品や材料の調達方法や下請

けの企業に対しての災害対策の強化などを提案すること

ができ、災害に強いサプライチェーンの構築ができるこ

とが期待される。 

 

3.6 製造ライン編集機能 

 本機能は、企業が保持している製造ラインやその構成

機器、生み出される利益、機器が損害を受けたときの代

替品の可能性、再購入価格、納入に要する時間などの基

礎的データを編集する機能である。また本機能のデータ

を用いて間接損害や直接損害などの値を求める。本機能

により、災害対策を再考する際、即座に対応することが

できる。以下の図 4 に画面例を示す。 

 

 

図 4 製造ライン編集機能画面例 

Fig.4 Image of Editorial production line 

 

4. 評価 

本システムを、保険代理店、ソフトウェアハウスの社

長 2 名に、以下の観点より評価をしてもらった。 

① システムをユーザに導入した際に、ユーザが求め

ている情報が提示されているか。 

② ユーザにとって利用しやすいか。 

③ 災害対策の立案支援に効果があるか。 

 

4.1 損害額推定機能の評価 

評価結果は以下の通りである。 

① 企業の財産を守る点、社員やその家族の生活を守

っていくことに繋がる点で、本システムは重要で

有用なシステムである。 

② 機器に焦点を当てているが、機器の設置されてい

る建物を明示することによって、建物という大き

なレベルの災害対策の下での機器への対策とい

う、災害対策における優先順位がわかりやすくな

るのではないか。 

 

なお、設備優先順位計算機能、サプライチェーンボト

ルネック検索機能に関しては現在構築中であり、構築し

た後に評価を得たい。 

5. あとがき 

本システムでは、災害情報を元に損害額を計算し、そ

の情報や設備の代替可能性、経営方針など様々な要因を

元にどの設備から優先的に対策をすればよいのかを提示

するシステムを提案した。また、災害損害額推定機能に

関してはおおむね良好な結果を得ることができたが、改

善点も指摘された。今後は今回得た評価をもとにシステ

ムの改善をはかっていき、また構築中の機能に関しては

完成後、評価・改善をはかっていきたい。そして本シス

テム内の機能をより充実させ、企業において利用して頂

き、そこから評価や改善点なども指摘して頂き、災害対

策立案に有効なシステムとしていきたい。 
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